
2010.4.16 指定都市市長会 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

指指定定都都市市市市長長会会会会長長  

矢矢田田  立立郎郎  

 

― 関連資料編 ― 
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三次産業従業者数比率

（全国＝１）

全国 指定都市

○ 人の定住や交流に関連した集積（指定都市の全国シェア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 高次都市機能の集積と産業の高度化･多様化(全国平均との比較)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 都市圏における中枢性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

面積 

人口 

昼間人口 

従業員数 

通勤圏人口 

年間商品販売額 

（Ｈ21.10.01 現在） 

（Ｈ22.02.01 現在） 

（Ｈ17.10.01 現在） 

（Ｈ12.10.01 より推計）

（Ｈ19.06.01 現在）

0.77 床 
0.99 床 

198.33 人 

264.64 人

20.72 人
35.24 人 

0.45 回 
0.17 回

75.59％ 
70.49％ 

（Ｈ17.10.01 現在） 

（Ｈ21.05.01現在） 

（Ｈ20 年実績） 

（Ｈ17.10.01 現在） 

 

人口, 19.8 %

31.0%

33.9%

40.3%

従業者数, 26.1 %

42.4%

64.0%

68.1%

年間商品販売額,58.0%
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名古屋市の
中京圏に占める割合

京都市、大阪市、
堺市、神戸市の

近畿圏に占める割合

北九州市、福岡市の
北部九州圏に占める割合

人口,19.9％

31.14％

34.04％

（人口：Ｈ22.02.01 現在） 
（従業者数：Ｈ18.10.01 現在）
（販売額：Ｈ19.06.01 現在） 

従業者数,26.1％

年間商品販売額,58.0％

 31.2％

42.4％

68.1％

 34.2％

40.3％

64.0％

（Ｈ21.05.01 現在） 

（Ｈ18.10.01現在）

3.06% 

20.66% 
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12時間平均交通量

（全国＝１）
全国 指定都市
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ごみ総排出量
（人口一人当たり）

救急出動回数
（人口100人当たり）

犯罪認知件数
（人口100人当たり）

（全国＝１）

全国 指定都市

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0

生活保護保護率

ホームレス人数
（人口１万人当たり）

保育所入所待機児童数
（人口１万人当たり）

（全国＝１）

全国 指定都市

○ 顕在化する都市的課題 

 ＜都市的インフラの整備＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜環境・安全安心＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜福祉＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.40ｔ 

0.43ｔ 
（Ｈ20.03.31現在）

4.15 件

4.63 件

1.50 件

1.96 件

（Ｈ19 実績）

（Ｈ19 実績） 

14.2‰ 

22.7‰ 
 

（Ｈ21.12.01現在） 

1.24 人 

3.27 人

（Ｈ21.１月現在）

3.61 人 

4.84 人
（Ｈ21.10.01 現在） 

5,337 台 

15,507 台 

（Ｈ17 年 9～11 月実績）
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26.56

36.82

19.31

30.63

37.75

37.98

31.13

38.44

39.04
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社会福祉費

児童福祉費

生活保護費

（千円）

一般市（19年度） 指定都市（19年度） 指定都市（20年度）

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

保健衛生費

結核対策費

保健所費

高等学校費

特殊学校費

大学費

保
健

衛
生

教
育

【一般市（19年度）＝1】

一般市（19年度） 指定都市（19年度） 指定都市（20年度）

○ 大都市特有の財政需要 

＜福祉サービス・公的扶助に対応する支出（一人当たり歳出額）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

※平成 19 年度市町村別決算状況調及び平成 20 年度地方財政調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 19 年度市町村別決算状況調及び平成 20 年度地方財政状況調査 

 

＜保健衛生、教育への支出（一人当たり歳出額 千円）＞  

13.95
15.21 
15.66 

保
健
衛
生 

 

教
育 

0.13
0.21 
0.19

0.73
2.24 

2.08 

0.68
4.43 

4.10 

0.05
0.46 

0.60 

0.25
1.45 
1.56 
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○ 消費・流通課税及び法人所得課税の配分割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 大都市の事務配分の特例に伴う税制上の措置不足額 

（平成 21 年度予算に基づく概算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 22 年度予算）
法人所得課税の配分割合（実効税率） 

国税 

7２.9% 
国税 

80.9% 

道府県税 

10.4% 道府県税 

23.1% 

市町村税 

8.7% 市町村税 

4.0% 

注 国税：平成 22 年度当初予算 

道府県税、市町村税：平成 22 年度地方財政計画 

消費・流通課税の配分割合 

注  実効税率は、法人事業税及び地方法

人特別税が損金算入されることを調

整した後の税率である。 

  

道道府府県県にに代代わわっってて負負担担ししてていいるる経経費費  

（特例経費一般財源等所要額） 
同同左左税税制制上上のの措措置置  

３，６９２億円 

 

地方自治法に基づくもの 

土木出張所 

衛生研究所 

定時制高校人件費 

国・道府県道の管理等 

２，２４８億円 

税制上の 

措置不足額 

 

１，４４４億円 

  税制上の措置済額 


